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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 
 公教育はその国の人的資本蓄積および経済成長に対して重要な役割を担っており、公教育政策は
効率的かつ効果的に行われる必要がある。その為には、実際に公教育を利用する立場である親や子
供の教育に関する意思決定行動について知る必要があるが、多くの場合において公教育は義務であ
り費用差が生じないため、教育に対する親の自発的支払い意思額を直接観察することが難しいとい
う問題がある。この問題に対して、多くの先行研究は不動産市場を分析することにより、不動産価
格に資本化されている親の教育に対する価値を間接的に観察している。これは、学区制度が存在す
る地域では特定の学校に通うためにはその学区内に住む必要があるため、良質の学校を有する学区
内では不動産の需要が高まり、その結果として学校の質に応じて不動産の価格が上昇するという理
論に基づいている。このような分析は多くの国や地域において行われており、教育の質と不動産価
格の間には正の関係が存在するという一貫した結果が得られている。  
しかしながら、これらの研究には依然として多くの発展性や課題が残されている。単に教育の質
と不動産価格の関係を分析した研究は非常に多いが、それらと比較して、その関係に影響を及ぼし
うる制度の変更が生じた場合の関係の変化についての研究は不足している。また、教育の質の影響
による不動産市場の変化が、さらに翻って教育の質に影響を与えるといった、間接的な作用に関す
る研究はほとんど見られない。  
そこで、本論文の主要な目的は、不動産市場に資本化されている公教育の価値に関する実証的な
分析を行い、教育政策の実施や制度の変更によって不動産市場がどのように反応するのかを明らか
にすることである。加えて、政策が不動産市場に与える直接の影響だけではなく、不動産市場の反
応によって生じる地域の人口や学校の成績の変化についても分析を行う。それによって、公教育に
対する人々の行動を間接的に観察し、教育制度の変更が引き起こした総合的な事象について分析す
る。 本論文は主に3つの独立した実証研究から構成されている。それらは全て日本の島根県松江市
を分析の対象地域としているが、各研究の研究目的や注目する制度、使用するデータはそれぞれ異
なっている。実証分析の際に生じる内生性の問題に対処する手法として、各研究では学区の境界部
分に注目した不連続回帰デザインや、パネルデータを用いて固定効果をコントロールしたヘドニッ
クアプローチによる推定を行っている。使用するデータは主に、公立学校に関するデータ、不動産
に関するデータ、地域の人口・経済に関するデータの三種類である。以下に、各章の概要を示す。 
第二章「The Effect of School Quality on Housing Rents: Evidence from Matsue City in Japan」
では、公立小中学校の質が学校区内の貸アパートの賃料に与える影響について分析を行う。本研究
では、学区の境界部分に存在するアパートに注目した回帰不連続デザインを用いることによって近
隣の観察されない特徴を制御し、学校の平均テストスコアで示される学校の質が家賃に対して与え
る因果効果を推定する。その結果、学校の質は家族向けのアパートの家賃に対して有意な正の影響
を及ぼしているが、単身者向け住宅の家賃に対しては有意な影響を与えないことが分かった。これ
らの結果は、両親がより質の高い公立学校に子供を送るために、より多くの費用を支払う意思があ
ることを示している。 日本の先行研究と比較したこの研究の主要な貢献は主に二つある。一つ目は、
賃貸物件の家賃を用いることによって不動産物件の異質性を分析した点である。地価データでは実
際の利用者を判別できないが、部屋に関する詳細な情報を含む賃貸物件のデータを用いることによ
って、学校の質から影響を受けうるアパートと有意な影響を受けないであろうアパートの違いを分
析することができている。二つ目は、私立学校が存在せず学校選択制が導入されていない地域を分
析対象とすることで公立学校の質の影響を明確に分析した点である。データの利用可能性の問題か
ら、日本の先行研究では主に東京都を分析対象としていたが、私立学校が非常に多く学校選択制度
が導入されている地域では、公立学校の質と不動産価格との関係性が弱められているという問題が
ある。それに対して、本研究の分析対象である島根県松江市ではそのような問題が存在しないため、
公立学校の質が不動産価格に与える影響をより正確に分析できている。 
 第三章「Does Disclosure of School Quality Information Increase the Disparity in Academic 
Achievement? The Effect Through the Housing Market」では、第二章の分析を拡張し、学校の質
に関する情報の公表というイベントに焦点を当てている。この研究では、2014年10月に学力テスト
の学校別結果が初めて公表されたことを利用し、その公表の前後で学校の質情報が学区内の家賃と
人口に与える影響がどのように変化したのかを分析する。2012年から2016年までの賃貸物件データ
を用いて、町丁の固定効果と地域毎のトレンドを制御することによって観察されない特徴によって
生じる内生性の問題に対処した推定を行う。その結果、学校の質に関する情報が公表後に、学校の
質が家族向けのアパートの家賃に対して追加的に有な正の影響を与えていることがわかった。また、
公表によって質の高い学校を有する学区において小学1年生の人口が有意に増加しており、これは
質の高い学校の情報を知った人々が移住してきている可能性を示唆している。また、公表後にテス
トスコアの相対標準偏差が大きくなることもわかった。これらの結果は、学校の質に関する情報の
公表によって質の高い学校を有する学区内の物件の家賃が上昇し、それを通じて学力の学校間格差
が拡大する可能性を示唆している。 
本研究では、学校の質に関する情報の公表が不動産市場や人口に与える影響だけではなく、学校間
の学力格差にまで言及しているという貢献がある。先行研究では、不動産市場、学校及び居住地選
択、学業成績といったそれぞれの指標に関して別々に分析を行っているが、本研究では同じ地域と
制度を用いてそれらを同時に分析している。そうすることによって、学校の質に関する情報の公表
が、親の居住地選択行動に影響を与え、それが不動産市場に反映され、その結果として学校間の学
力格差の拡大が誘発されるというメカニズムが存在する可能性について言及することができている。  
第四章「The Effect of Partial Relaxation of School District System on Land Price and 
Academic Performance: An Empirical Analysis in Japan」では、公立高等学校の学区制度が部分
的に緩和されたという制度の変化を利用して、学区制度が学校の質と地価の関係に及ぼす影響につ
いて分析する。島根県松江市では、2008年度まで学区外からの公立高校の入学が厳しく制限されて
おり、学区の境界を超えて入学することができなかった。しかし、2008年度以降、普通高校の理数
科で学区制度が廃止され、普通科においても全入学者のうち5%以内であれば学区外からの進学が認
められるようになった。さらに2016年度以降はその緩和範囲が20%に拡大された。この研究では、
2003年から2018年までの地価公示および都道府県地価調査のパネルデータを使用し、固定効果アプ
ローチと学区の境界に注目した不連続回帰デザインを用いて、地価に関するヘドニックモデルを推
定する。その結果、学区制度の部分的緩和によって、質の高い学校を有する学区内の地価が有意に
減少することがわかった。これは、学区制の緩和によって質の高い学校区内に住む価値が低下した
可能性を示唆している。また、学区制度の緩和が大学の合格実績に与える影響も分析した。その結
果、部分的な緩和によって、難関大学の合格率の格差は拡大するが、国立大学や全ての大学の合格
率は変化しないことが明らかになった。これは、学区の緩和が部分的であるために、特に優秀な生
徒のみが影響を受けているからであると考えられる。  
本研究では、部分的な制度変更と大学別の合格実績を用いることによって、特定の層に与える影響
を分析しているという貢献がある。先行研究では主に学区制度の完全な撤廃を分析対象としていた
が、本研究ではたとえ部分的な緩和であっても大きな影響を及ぼすという結果を示している。また、
狭い範囲に複数の公立学校の学区が存在し、かつ優秀な私立学校が存在しない地域を分析の対象と
することで、様々な潜在的懸念に対処している。学区が広い地域や通学手段に乏しい地域では、そ
もそも学区を超えて通学することが難しい為、学区を撤廃したとしても影響がない可能性がある。
しかし、本研究の対象地域においては、通勤コストや学費の違いによる問題は存在しないので、学
区制度の変更による影響を明確に分析することができている。  
本論文の三編の研究を通して得られた知見を以下に述べる。まず、諸外国の先行研究と同様に、
日本においても学校の質は不動産価格に対して有意に影響を与えるということが 
示された。さらに、教育制度の変更とそれに伴う親の行動の変化に対して、不動産市場は敏感に反
応していることがわかった。これは、たとえ公教育の費用が無料もしくは同じであっても、不動産
価格の上昇を通じて実際の費用に差が生じることを示唆している。これによって、より質の高い教
育を受ける為にはより多くの費用がかかる可能性があり、これは学生のソーティングによる格差の
拡大を誘引するかもしれない。また、親や子供の教育に対する意思決定行動には所得や能力に応じ
た異質性が存在する可能性も示唆されている。これは、教育に関する制度の自由化や情報の公開を
進めることによって、より学歴や所得、教育に対する熱意が高い親ほどそれらを有効に活用し、教
育に関する格差の拡大が生じうる。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本博士論文では、不動産市場に資本化されている公教育の価値に関する実証的な分析を行
い、教育政策の実施や制度の変更によって不動産市場がどのように反応するのかを明らか
にしている。加えて、政策が不動産市場に与える直接の影響だけではなく、不動産市場の
反応によって生じる地域の人口や学校の成績の変化についても分析を行っている。それに
よって、公教育に対する人々の行動を間接的に観察し、教育制度の変更が引き起こした総
合的な事象について分析している。  
本論文の中心的な部分は第2章から第4章となっており、3つの独立した実証研究から構成さ
れている。３つの研究は全て日本の島根県松江市を分析の対象地域としているが、各研究
の研究目的や注目する制度、使用するデータはそれぞれ異なっている。実証分析は、不動
産市場分析において標準的な手法である、へドニックアプローチを基本とし、さらに内生
性の問題に対処する手法として、学区の境界部分に注目した不連続回帰デザインや、パネ
ルデータを用いて固定効果をコントロールした推定を行っている。使用するデータは主に、
公立学校に関するデー夕、不動産に関するデー夕、地域の人口・経済に関するデータの三
種類である。  
以下に、各章の概要を示す。第2章 The Effect of School Quality on Housing Rents: 
Evidence from Matsue City in Japanでは、公立小中学校の質が学校区内の貸アパートの
賃料に与える影響について分析を行っている。本研究では、学区の境界部分に存布するア
パートに注目した回帰不連続デザインを用いることによって近隣の観察されない特徴を制
御し、学校の平均テストスコアで示される学校の質が家賃に対して与える因果効果を推定
し、学校の質は家族向けのアパートの家賃に対して有意な正の影響を及ぼしているが、単
身者向け住宅の家賃に対しては有意な影響を与えないことを示している。  
第3章 Does Disclosure of School Quality Information Increase the Disparity in 
Academic Achievement? The Effect Through the Housing Marketでは、第2章の分析を拡
張し、学校の質に関する情報の公表というイベントに焦点を当てている。この研究では、
2014年10月に学力テストの学校別結果が初めて公表されたことを利用し、その公表の前後
で学校の質情報が学区内の家賃と人口に与える影響がどのように変化したのかを、
Difference in Differences法によって分析し、その結果、学校の質に関する情報が公表後
に、学校の質が家族向けのアパートの家賃に対して追加的に有な正の影響を与えているこ
とを示した。  
第4章 The Effect of Partial Relaxation of School District System on Land Price and  
Academic Performance: An Empirical Analysis in Japanでは、公立高等学校の学区制度  
が部分的に緩和されたという制度の変化を利用して、学区制度が学校の質と地価の関係に  
及ぼす影響について分析した。学区制度の部分的緩和によって、質の高い学校を有する学
区内の地価が有意に減少するという結果が得られた。  
なお、第2章の論文はすでに2018年12月号のJournal of Japanese and International 
Economiesに掲載されており(IMPACT FACTOR 0.885)このレベルの査読誌に大学院生の論文
が掲載されることは稀である。また第3章、第4章はともに第2章と同程度もしくはそれ以上
の水準に達しており、より高いランクの学術誌に掲載されることが期待される。なお、第3
章に関しては既に学術誌への投稿準備がほぼ完了している。  
以上から本論文は博士（経済学）の学位論文として合格であるとする。 
 
